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１ ．研究の背景および目的

　近年空き家問題が注目されており，空き家率が
不動産価格や家賃の下落をもたらす可能性が指摘
されている。例えば，榊原・小口・平野・秋山

（2011）1）は，「空き家率が増加すると，既存物件の
家賃及び売価を下げる圧力が働くため，新規物件
の価格低下を引き起こす」と指摘している。
　しかし，空き家率が既存物件の売価に与える影
響は先行研究も少なく，空き家率が「売価を下げ
る圧力」に留まっているのか，実際に価格の下落
をもたらしているのかは明らかではない⑴。
　空き家率には，個別物件毎の空き家率と地域
の空き家率の 2 種類がある。金森・有賀・松橋

（2015）3）は，「地域の安全・安心という視点を考慮
するならば，都道府県，さらには市町村別といっ
た自治体レベルの問題」と指摘しており，「余剰
着工率」という概念を導入して，都道府県別の空
き家率の将来推計を行っている。地域の空き家

率が30％を超えると都市の破綻につながるという
野呂瀬（2014）4）の指摘もあり，空き家問題では，
個別の空き家が近隣に迷惑をかける外部不経済性
という議論とは別に，地域の空き家率が与える影
響も重要な視点である。
　地域の空き家率については，中古マンション
に限定したもの，戸建てを含む持ち家に限定した
もの，賃貸住宅に限定したもの，それらを総合し
たもの等が考えられるが，本論文では，分析対
象データの制約等から賃貸募集情報を元にした
50m2以上の共同住宅を対象とした字丁目別の空室 
率（以下「共同住宅空室率」という）を用いて⑵ 

中古マンション⑶価格に与える影響を分析する。
　また，価格モデル推定では説明変数が足りない
場合の過小定式化バイアスの影響を小さくするた
めに，地域の共同住宅空室率に加え，面積や駅か
らの徒歩分数，築年，構造・管理形態，付帯設備
等を説明変数に含めて分析を行う。
　このような分析から，地域の共同住宅空室率が
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中古マンション価格に与える影響を明らかにする
ことが本論文の目的である。

2 ．先行研究のレビュー

　地域の共同住宅空室率と中古マンション価格の
関係に関する研究は極めて少ない。
　中古マンション価格の推計については，小野・
高辻・清水（2002）6）がリクルートのデータセッ
トを用いた研究を行っているが，地域の共同住宅
空室率は説明変数に含まれていない。
　地域の空き家率に関しては，一般的には住宅・
土地統計調査7）の空き家率が参照・引用されるこ
とが多いが，住宅・土地統計調査で公開されてい
るデータでは，市区町村単位での比較的大まかな
エリアでの空き家率しか分からず，字丁目別の詳
細な空き家率は分からない。
　住宅・土地統計調査ではない独自の空き家率指
標は，民間企業等が算出しているケースがある。
株式会社タスのTVI8）は，不動産情報サイトを運
営しているアットホーム社のデータを用いて算出
されているが，空き家率算出の分母には建物毎の
部屋数の実数ではなく推定値が用いられている⑷。
　賃貸住宅管理業者の業界団体である日本賃貸住
宅管理協会も会員アンケートを基にした空き家率
を日管協短観9）として発表しているが，回答社数
が少なく，細かい地域別の空き家率データは公表
されていない⑸。
　このほか宗（2017b）10）が，不動産情報サイト
SUUMOの広告募集データとゼンリンデータを用
いて地域の共同住宅空室率を算出している⑹。
　地域の共同住宅空室率と中古マンション価格の
関係に関する研究が極めて少ないのは，詳細な空
室率を測定するためのデータと価格モデル推定に
必要なデータの両方を同時に得ることが極めて困
難であることが大きな要因であると考えられる。

3 ．研究の方法

　本研究では，まず共同住宅の空室数を計測し字
丁目毎の共同住宅空室率を算出する。算出された
字丁目毎の共同住宅空室率を，価格モデル推定デー

タに紐付け，地域の共同住宅空室率を説明変数に
含めた重回帰分析によってその影響を評価する。
　分析対象のエリアは，東京23区・大阪市・名古
屋市・札幌市・仙台市・福岡市の 6 エリアであり，
地域の共同住宅空室率の影響，価格の決まり方に
地域差があるかどうかの検証も行う。
⑴　空き家率の算出
　地域の共同住宅空室率の算出は，宗（2017b）10）

と同様に不動産ポータルサイトSUUMOのデータ
とゼンリン建物ポイントデータ⑺を使って以下の
手順で行う。
　まず，2006-2014年のSUUMO掲載データ約 6
億件を住所・建物名で名寄せを行いゼンリン建物
ポントデータと紐付ける。
　その後，2014年 6 月10日に掲載されたSUUMO
データを住所・建物名・部屋番号で名寄せし，ゼ
ンリン建物ポイントデータに紐付け，募集中の部
屋は空室であるとして共同住宅空室率算出の分子
とし，分母には，2006-2014年に掲載履歴がある
ゼンリン建物ポイントデータの総戸数⑻を用いて
50m2以上の物件の共同住宅空室率⑼を算出する。
　表 １は，共同住宅空室率データの網羅率である。
2006-2014年のSUUMO掲載データは棟数で61.7％
～74.4％，戸数で71.8％～81.7％と高い網羅率と
なっている。棟あたりの戸数では，非対象物件で
は9.7戸，対象物件では15.7戸となっており比較的
小規模な物件がSUUMOに掲載されていない傾向
を示している⑽。
　なお，50m2以上の物件の網羅率は算出できな
い。元となるゼンリン建物ポイントデータには面
積情報がないため，面積を指定した分母となる棟
数・部屋数を算出できないためである。
　図 １は，東京23区の50m2以上の物件を対象と
した字丁目別の共同住宅空室率である。区分値の
4.19％は字丁目別の平均値であり，7.60％は平均
値に標準偏差を足したもの，11.01％は平均値に
標準偏差の 2 倍を足したものである。東京23区の
場合には，周縁部に共同住宅空室率が比較的高い
地域が分布していることが分かる。
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⑵　価格モデル推定
　 価 格 モ デ ル 推 定 に は，2015年 1 月13日 に
SUUMOに掲載されていた中古マンション物件情
報を用いる⑾。2014年 6 月10日時点で字丁目別に
計算された50m2以上の物件を対象とした共同住
宅空室率を各物件データに付加し，価格の対数を
目的変数とした重回帰分析を行うことで，地域の

共同住宅空室率の影響を評価する。
　共同住宅空室率データを価格モデル推定データ
よりも 7 ヶ月前のものとしたのは，地域の共同住
宅空室率が中古マンション価格に影響を与えるの
と同時に，中古マンション価格が地域の共同住宅
空室率に影響を及ぼすという内生性を回避するた
めである⑿。

表 1　共同住宅空室率データの網羅率

図 1　東京23区の字丁目別の共同住宅空室率（50m2以上）
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　推定する価格モデルは以下の通りである。

　⑴式において，lnPitはt時点（2015年 1 月13日）
のi物件の価格の対数⒀，Vlsはs時点（2014年 6 月
10日）の物件が所在するl地域の50m2以上の物件
の共同住宅空室率を表している。同様にAɡeitは
築後年，Sitは面積，TSitは最寄駅までの徒歩分数，
BDitは最寄駅までバス利用のダミー，Stritは構造
ダミー，Mhitは管理形態区分ダミー（h ＝ 1 ～ 5 ），
Fkitは規模等ダミー（k＝ 1 ～ 5 ），Wmitは区ダミー

（m ＝ 1 ～M：Mは都市毎に異なる）を表してお
り，β0は定数項，εitは誤差項である。
　表 2は，分析対象データの地域別の価格，共同
住宅空室率及び面積に関する記述統計量である。
　価格モデル推定に用いるデータは，以下のよう
なデータのクレンジングを行っている。価格，面
積，共同住宅空室率について，平均と標準偏差を
算出し平均に標準偏差の 2 倍を加えた値を超える
ものと階建て58階以上のデータを削除している。
　この結果，価格と面積は，東京23区の最大値が
8,780万円：116.95m2，大阪市が4,450万円：106.30m2，

名 古 屋 市 が3,950万 円：115.13m2， 札 幌 市 が3,100 
万 円：119.10m2， 仙 台 市 が3,300万 円：109.18m2， 
福岡市が3,850万円：115.52m2となっている。
　地域別の価格の平均値を見ていくと，東京23区
は3,810万円と非常に高く，最も安い札幌市の1,800
万円の 2 倍以上である。標準偏差も東京23区は
1,526万円と他地域よりも大きくなっている。
　共同住宅空室率では東京23区は平均4.19％と低く，
最も高い名古屋市の8.45％の1/2程度となっている。
名古屋以外は大阪市5.36％，札幌市6.36％，仙台
市2.19％，福岡市6.19％といずれも10％以下である。
　価格と共同住宅空室率，面積以外は表 2 には示
していないが，築後年は，平均で21.1年から23.6
年となっており，分布を見ると築31年以上の比率
が東京23区：40.1％と他の地域よりも高い。
　一方，築10年以内の比率は，札幌市が9.0％，
仙台市が3.5％と低く,福岡市：11.3％，名古屋市：
15.7％，大阪市：21.6％，東京23区：22.6％となっ
ている。これらの築後年の分布の都市毎の違いは，
マンション供給の時期的な違いが要因である。
　駅徒歩分平均は，大阪市：6.5分が最も短く，
最も長いのは福岡市の10.4分である。
　構造はRC比率がどの都市も高く，最も低い仙台
市が53.0％で最も高いのは札幌市の75.8％である。
　管理形態では都市別に差が見られ，東京23区は
日勤：59.8％，大阪市も日勤：79.1％，札幌市も日
勤：75.5％だが，名古屋市は巡回が60.4％を占め，
福岡市は日勤：48.8％，巡回：35.7％となっている。

表 2　地域別分析対象データの記述統計量（価格及び共同住宅空室率・面積）
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　規模等では，東京23区と大阪市の大規模（総戸
数100戸以上）比率がそれぞれ21.3％，28.6％と高
く，タワーマンション（16階以上）比率も，東京
23区：6.4％，大阪市：7.7％となっている。名古
屋市，仙台市のタワーマンション比率はそれぞれ
1.1％と0.7％と少なくなっている。借地権ダミー
は東京23区の2.6％が突出して高く，その他都市
では 1 ％未満となっている。

4 ．分析結果

　表 3が⑴式の推定結果である。
⑴　自由度修正済み決定係数
　回帰分析の結果得られた自由度修正済決定係数
は，東京23区：0.8240，大阪市：0.8282，名古屋
市：0.7592，札幌市：0.7487と比較的良好な値が
得られているが，仙台市：0.5610，福岡市：0.6586
はあまり高い値とはなっていない。

⑵　地域の共同住宅空室率の価格への影響
　地域の共同住宅空室率の価格へ与える影響は，
東京23区：−0.12％，大阪市：0.19％，名古屋
市：−0.01％，札幌市：−0.24％であり，これら
の都市では10％水準でも有意ではない。仙台市は
2.29％（ 1 ％水準有意），福岡市：0.75％（ 5 ％水
準有意）となっている。なお，分析対象データで
は，空室率平均に標準偏差の 2 倍を超えるものは
データから削除しているが，削除しない場合でも
ほぼ同様の傾向となっている。
⑶　築後年・面積・駅徒歩分の価格への影響
　築後年は全地域で有意にマイナスの影響があり，
築年が 1 年古くなる毎に−1.22～−2.90％の価格
下落をもたらす。これは，仙台以外では地域の空
き家率の影響よりも大きく，価格下落要因の多く
を説明できる可能性がある。
　面積は 1 m2増加する毎に0.78～1.33％価格を押
し上げ，駅までの徒歩分数は 1 分増加する毎に基

表 3　地域別価格モデルの推定結果
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本的にはマイナスの影響があるが，札幌市のみ有
意ではない。
⑷　構造・管理形態の価格への影響
　地域によって構造の影響は異なり，東京23区
と大阪市ではRCがSRCよりもプラスの影響があ
るが，有意ではない。名古屋市ではSRCのほう
がRCよりも高く（ 5 ％水準有意），札幌市・仙台
市・福岡市ではRCのほうがSRCよりも高くなっ
ている（いずれも 1 ％水準有意）。
　管理形態では，いずれの都市でも比率の非常に
小さい「不明」を除くと，東京23区と福岡市の常
駐のプラス影響が大きいという同じ傾向を示し，
大阪市と札幌市は自主管理のプラス影響が大きい
という傾向の違いがある。名古屋市は日勤のプラ
ス影響が大きく，仙台市では自主管理よりも巡
回・日勤・常駐のプラス影響が非常に大きい。
⑸　規模等の価格への影響
　16階以上のタワーは，大阪市以外でプラスの影
響があるが，札幌市では有意ではなく，タワーマ
ンションの多い東京23区ではプラス影響が小さく
なっている。
　大規模ダミーは，東京23区のみプラスの影響が
明確で， 1 F住戸は福岡市以外でマイナスの影響
がある。16F以上住戸ダミーは名古屋市・札幌市
以外でプラスの影響がある。
⑹　価格の地域差
　各地域の区ダミーの影響を見ると，東京23区で
は最大と最小の差が74.25％と極めて大きい。大
阪 市：40.35 ％， 名 古 屋 市：38.63 ％， 札 幌 市：
27.91％，仙台市：14.32％，福岡市：36.10％と地
方に行くに従って差は小さくなるが，福岡市の差
の大きさが注目される⒁。
　なお，東京23区については地域の共同住宅空室
率を説明変数から除外したケースについても価格
モデル推定を行っているが，各説明変数の影響は
地域の共同住宅空室率を含めた場合と同じ傾向と
なっている。

5 ．考察

　地域の共同住宅空室率が中古マンション価格に

与える影響は，仙台市と福岡市で有意なプラスの
影響があるが，東京23区・名古屋市・札幌市では
有意ではないマイナス影響，大阪市では有意では
ないプラス影響があるという結果となった。この
結果から，地域の共同住宅空室率は少なくとも中
古マンション価格にマイナスの影響を与えない傾
向が強いといえる。
　地域の共同住宅空室率が，中古マンション価格
にマイナスの影響を与えない原因としては，今回
の分析で用いた共同住宅空室率が，賃貸物件中心
のものである，ということが考えられる。中古マ
ンション購入者は周辺の賃貸物件の空室率をあま
り気にせず，物件そのものや比較検討対象となる
同じ地域の中古マンションとの比較を重視してい
るという可能性である。
　さらに，今回用いた50m2以上の共同住宅空室
率が高いということの原因が家賃の高さである場
合には，該当地域の中古マンション価格も高い家
賃が押し上げているという可能性がある。
　また，仙台市以外では区ダミーの最大と最小の
差は25％を超える大きなものであり，東京23区で
は74.25％と極めて大きな影響がある。中古マン
ション価格そのものが，地域の共同住宅空室率以
外の地域の状況（地域住民の世帯年収や社会イン
フラの整備状況等）に大きく影響されていること
も，地域の共同住宅空室率の影響を小さくしてい
る原因であると考えられる可能性がある。
　仙台市では東日本大震災が何らかの影響を及ぼ
している可能性もある。福岡市では区ダミーの影
響が非常に大きいため，地域の住環境に大きな差が
あり，そういった地域では家賃が高いことで共同住
宅空室率を高めており，それが結果的に中古マン
ション価格を押し上げているという可能性もある。

6 ．結論および今後の課題

　中古マンション価格は，少なくとも地域の共同
住宅空室率からはマイナスの影響を受けず，仙台
市・福岡市では有意にプラスの影響がある。
　ただし，分析に用いた中古マンション価格が成
約価格ではなく売り出し価格であるため，誤差が
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大きくなっている可能性があることには留意が必
要である⒂。
　しかし，どのようなメカニズムでこのような地
域の共同住宅空室率が中古マンション価格に影響
を与えているのか，本研究の結果からは明確な要
因を見出すことはできない。しかも，仙台市と福
岡市で地域の共同住宅空室率が中古マンション価
格にプラスの影響を与えるという結果も感覚的に
は不自然にも感じられる⒃。
　今後の課題としては，以下のようなものが考え
られる。
　今回の分析対象データはパネルデータではない
ためパネルデータを使った地域の共同住宅空室率
の価格に与える影響の検証が必要である。すなわ
ち同一地域の共同住宅空室率が変化した場合に中
古マンション価格がどのように変化するか，とい
う検証である。また同時に，賃貸を中心とした地
域の共同住宅空室率ではなく，個別物件の空室率
が価格にどのような影響を与えるのかも検証する
必要があり，分譲マンションに限定した空室率の
影響も検証する必要がある。
　また，今回の分析では中古マンション価格に成
約価格ではなく売り出し価格を用いているため，
より頑健な結果を得るためには成約価格を用いた
分析が必要である。
　そのうえで，地域毎の市場の状況の違いを明確
にし，空室率が中古マンション価格に与える影響
が需給バランスの不均衡によって起きるものなの
か，市場機能の不全によるものなのか，といった
メカニズムも明らかにする必要がある。
　さらに，各都市で大きな差が見られた区ダミー
の原因（物件所在地そのものが価格に与える影
響）を明らかにする必要がある。

脚注
⑴ 地域の空き家率（本稿と同様に地域の共同住宅空室

率を用いている）が家賃に与える影響については，
宗（2017a）2）がある。

⑵ 地域の共同住宅空室率には，賃貸専用住宅以外の賃
貸募集されている分譲マンションも含まれているが，
中古マンションで売り出し中である空き室および賃
貸募集も売り出しも行われていないものは含まれて

いない。しかし中古マンションの売り出し件数に比
べて，賃貸募集件数は非常に多く（たとえば，2018
年 2 月21日時点の不動産情報サイトSUUMOの世田谷
区の掲載物件数は中古マンション2,182件，賃貸物件
71,905件である），地域の共同住宅空室率として用い
ることに大きな問題はないと考えられる。また，表
2 に示したとおり今回の分析対象となる中古マン
ションの面積は平均で65-80m2程度，最小が37-56m2

となっていることから50m2以上の共同住宅空室率
を用いることとした。これは，単身者用と中古マン
ションに多いファミリー用物件では居住者層が異な
り，単身者用物件の空室率が高くてもファミリー物
件には影響をあまり与えないと考えられるからでも
ある。たとえばキヤノンの工場が閉鎖された大分県
杵築市では，単身者用物件の家賃は 1 万円未満に暴
落したが，ファミリー用物件はほとんど影響を受け
ず 3 万円以上の家賃を維持している。（全国賃貸住宅
新聞（2013）5）を参照）。

⑶ 戸建て住宅の場合は，土地と建物の価格の分離を行っ
たうえで価格を推計する必要があるが，土地と建物
の分離が困難で，そのために必要なデータが得られ
ない。また，新築マンションは市況によって大きく
価格変動するため分析に適さないと考え，中古マン
ションを分析対象とした。

⑷ TAS賃貸住宅市場レポート8）には，「空き家率TVI
（TAS Vacancy Index:タス空室インデックス）」の用
語説明として「募集建物の総戸数は，①募集建物を
階層別に分類，②国勢調査，住宅土地統計調査を用
いて階層別の都道府県毎の平均戸数を算出し，両者
を乗じることにより算出しています」と記載されて
いる。また，「TVI＝空室のサンプリング÷ストック
のサンプリング＝Σ募集戸数÷Σ募集建物の総戸数」
と記載されており，満室の建物は算出対象に含まれ
ていない。このため市場の賃貸住宅の空き室が均等
に存在する場合には，算出されるTVIは市場全体の
空き家率に近似すると思われるが，満室の物件が多
数存在する一方で市場競争力の低い物件に空き室が
偏在している場合には算出されるTVIは市場平均よ
りも高くなる可能性がある。

⑸ 日管協短観9）の回答社数は「1175社（管理会社）中
190社（回収率16.2％）内訳：首都圏62社，関西圏24社，
首都圏・関西圏を除くエリア104社」と比較的少ない
が，2016年下期の入居率は，全国：94.6％，首都圏：
96.3％，関西圏：94.1％，その他：93.0％となっている。

⑹ 国勢調査世帯数を分子に，住宅・土地統計調査の建
物数を分母にした全国の空き家率は10.0％，SUUMO
データとゼンリンデータを用いた東京23区の賃貸住
宅募集率は6.9％と報告している。

⑺ ゼンリン建物ポイントデータは，研究目的で購入し
たものを使用している。

⑻ ゼンリン建物ポイントデータには各建物の総戸数
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データが含まれるが，SUUMOデータに総戸数がある
場合にはSUUMOデータを優先している。

⑼ SUUMOデータとゼンリン建物ポイントデータを用い
た空き家率は正確には賃貸募集率ともいうべきもの
だが本稿では共同住宅空室率という用語を用いる。

⑽ SUUMOデータの網羅率は比較的高いものの小規模な
物件が分析対象に含まれていないことが，分析結果に
影響している可能性があることには留意が必要である。

⑾ モデルの頑健性を担保するために，本来であれば売
買が成立した時点の成約価格データを用いるべきで
あるが，共同住宅空室率の計測時点を 1 点に定めて
しまっていることから，データ取得時点を 1 点に定
めるため，やむを得ず売り出し価格データを用いて
いる。売り出し価格は成約価格よりも高い場合が多
いと考えられるため，モデルの誤差が大きくなって
いる可能性が高いことには留意が必要である。

⑿ 中古マンション価格が，今回用いた共同住宅空室率
に直接影響を及ぼす可能性は低いとも考えられるが，
中古マンション価格の上昇が家賃の上昇を引き起こ
し，家賃が高すぎることが空室率を高めるといった
ことも考えられる。また物件データに 1 月のデータ
を用いたのは， 1 - 3 月には引っ越しが集中し中古マ
ンション取引も活発化する時期であるためである。

⒀ 目的変数のみ対数のいわゆる片対数関数としたのは，
説明変数の地域の共同住宅空室率はもともと比率で
あり，築後年・面積・駅徒歩分も実数を用いたほうが，
解釈が容易であると考えたためである。

⒁ 東京23区及び福岡市の区ダミーの影響は以下の通り
である。

 

⒂ 売り出し価格と成約価格の差は，必ずしも一定ではな
いためその差の分散が大きければ誤差も大きくなる。

⒃ 不動産価格が市場均衡を前提として決定されるので
あれば，空室は市場の調整過程における不均衡状態
を示す変数と解釈することもできる。この場合，空
室率自体が，価格と同様の変数群で説明できる可能
性もあり，推計結果が不安定になりうる。また，都
市によって推計結果の精度が異なることの理由とし
て，都市毎のこれまでの住宅供給の蓄積パターンの
相違があり，住宅価格と空室率に都市毎に異なる相
関がありうる可能性もある。それも推計結果が不安
定な結果になる要因である可能性がある。
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